
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１２６１３

基盤研究(S)

2014～2010

途上国における貧困削減と制度・市場・政策：比較経済発展論の試み

Poverty Reduction, Institutions, Markets, and Policies in Developing Countries: 
Toward a Theory of Comparative Economic Development

９０２９３１５９研究者番号：

黒崎　卓（Kurosaki, Takashi）

一橋大学・経済研究所・教授

研究期間：

２２２２３００３

平成 年 月 日現在２７   ５ ２１

円   140,500,000

研究成果の概要（和文）：開発経済学・比較経済史の専門家からなる共同研究を組織し、アジア・アフリカの現途上国
と戦前日本に関して制度や組織に注目したオリジナルなデータ収集を進め、制度採択の決定要因やその影響、政策介入
のインパクトなどについて実証的に分析した。このような実証分析を複数時点・複数地域に関して統一的に行うことに
より、途上国における長期的かつ持続的な貧困削減・経済開発のために有益な政策・制度の特徴と、それがどのような
市場の条件で効果を持つかが定量的に明らかになった。研究成果を、学術面だけでなく、経済発展データベースの構築
・提供と、政策提言という面からも発信した。

研究成果の概要（英文）：Through collaborative research by development economists and comparative economic 
historians, we have compiled original databases on economic development collected from current developing 
countries in Asia and Africa and from historical archives on pre-war Japan and empirically analyzed the 
determinants/impacts of institutions and policies using such databases. By systematic comparison of such 
empirical analyses covering different periods and regions, we have identified characteristics of 
institutions and policies useful for sustained poverty reduction in the long run and their interactions 
with market conditions. We have not only contributed to the academics through research papers but also 
with the compilation of databases to be made public and policy recommendations based on empirical 
evidence.

研究分野： 開発経済学
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１．研究開始当初の背景 
(1) 永年にわたる開発努力にもかかわらず、
多くの開発途上国には依然として深刻な絶
対的貧困の問題が残っていたため、2000 年に
国際連合は、2015 年までに達成すべき途上国
での貧困削減の目標、すなわち「ミレニアム
開発目標」を採択した。このことは、客観的
根拠に基づいた途上国経済の実態分析と政
策評価を一層重要なものとした。これに応え
て急進展したのが、ミクロ経済学の理論と精
緻な家計調査や社会実験データに基づくミ
クロ計量経済学的な開発政策分析であった。
この流れは、定量的に厳密な実証科学として
の成果を生み出した反面、社会実験に向いた
短期的かつ些細な開発政策ばかりが研究対
象になるという傾向、すなわち「木を見て森
を見ず」的な傾向が懸念された。 
 
(2) 途上国の長期的発展の過程を分析する
上で、歴史的視点は欠かせない。一橋大学経
済研究所など日本における歴史資料の定量
分析の伝統をもとに、比較経済史の試みが深
められ、日本、西欧、中国の生活水準の歴史
的・長期的描写が利用可能になっていた。し
かしそのような歴史的分析を、現在の途上国
での実証分析と比較可能にする研究手法は
十分開発されておらず、そのような比較実証
研究もほとんどなされてこなかった。 
 
２．研究の目的 
(1) 本研究の目的は、現在、地球規模での喫
緊の課題となっている途上国における貧困
削減・経済開発のために有益な、経済発展
論・開発戦略の方向性を示すことであった。
言い換えれば、開発経済学および途上国経済
論に関する新たな「知」の創生が目的である。 
 
(2) このために、現アジア・アフリカ両地域
を中心に制度や組織に注目したオリジナル
なデータ収集を進め、制度採択の決定要因、
その影響、政策介入のインパクトなどについ
て実証的に分析し、このような実証分析を複
数時点・複数地域（戦前日本を含む）に関し
て統一的に行うことを通じて、新しい比較経
済発展論の構築を目指した。 
 
(3) 研究の副産物として、経済発展データ・
アーカイブを構築してオリジナルなデータ
や散逸している歴史データなどを整理・蓄積
して次世代に継承すること、途上国の開発政
策・貧困削減政策に関してエヴィデンスに基
づく政策提言を行うことも意図された。 
 
３．研究の方法 
(1) 途上国における持続的貧困削減に関す
る総合的研究のための基本的枠組みとして、
開発のミクロ計量経済学的アプローチと比
較経済史家による歴史的アプローチを組み
合わせた「比較経済発展論」を提示した。こ
れは、経済がどのように発展していくかの過

程を、クロスセクショナルな精緻な分析とダ
イナミックな発展の分析という社会科学の
ツールを総動員し、理論的・実証的に、ミク
ロ的・マクロ的に考察するアプローチである。 
 
(2) この分析のために、開発経済学・比較経
済史の研究者を中心に組織された共同研究
グループを4つ組織した。各研究グループで、
現アジア・アフリカ両地域と高度経済成長以
前の日本に関し、制度や組織に注目した独自
のデータ収集を進め、制度採択の決定要因、
その影響、政策の効果などについて実証的に
分析した。そして、全グループが共同で、こ
のような実証分析を、複数時点・複数地域に
関して統一的に行い、その結果を相互に比較
した。比較結果を統一的に理解するための一
般均衡ミクロ経済理論モデルと、その数値解
析モデルを設計した。ミクロ経済モデルにお
いては、汎用型モデルと、長期的経済発展と
持続的貧困削減に鍵となる個別の論点（自然
災害のインパクト、金融面での信用アクセス
など）の分析に対応した拡張モデルの両方を
視野に入れた。以上の経済分析作業を総括す
る枠組みとして、新しい比較経済発展論の構
築を目指した。 
 
４．研究成果 
(1) 現在の途上国の分析と戦前日本など現
在の先進国がまだ貧しかった時期の分析を
長期的視野に立って組み合わせること、マク
ロ諸変数と家計や企業のミクロ面の分析を
組み合わせること、という比較経済発展論の
アプローチが、現途上国における持続的な経
済成長と貧困削減に資するような政策・制度
を明らかにする上で、有効であることが判明
した。国際学会等でこのプロジェクトの研究
論文報告は高い評価を受けており、成果の一
部はすでに査読付きジャーナル論文に多数
採択された。具体的な研究成果のうち代表的
なものを 2点、挙げたい。 
 第 1に、長期経済発展・貧困削減と自然災
害への脆弱性の相互関連に関する比較研究
から、各途上国それぞれの市場や政治経済的
条件と自然災害の特質との組み合わせに応
じて、有効な政策介入が異なること、それゆ
えに復興の過程も異なることが明らかにな
った。戦前日本に関しては、独自のミクロデ
ータをデータベース(DB)化した上で、農家の
資産が災害にどう反応したのか、そしてその
裏腹で農家の負債がどのような動学を示し
ていたかなどを定量的に検証した。現途上国
に関しては、インド南部における 2004 年イ
ンド洋津波の影響と信用の役割、インド中部
における作物保険の需要決定要因、インド北
部における一時的出稼ぎと貧困削減の関係、
パキスタンにおける 2000 年代前半の洪水と
旱魃の消費へのインパクトや 2010 年大洪水
がもたらした資産への打撃とその回復過程、
野生動物による農産物被害克服に人的資源
が果たした役割、フィリピンにおける台風の



家計への影響、ザンビア農村における大雨か
らの家計の回復過程、フィジーにおける台風
と援助のインパクトなどに関し、詳細な家計
レベルのデータを用いた実証研究を行った。
とりわけ、パキスタン北西辺境州に関して、
20 世紀初頭から現在までの歴史データと、
1990 年代の農家ミクロデータを組み合わせ
て家畜資本動学を分析した実証論文を公刊
したことは、重要な成果であった。 
 第 2に、長期経済発展・貧困削減に資する
ような人的資本蓄積はどのようなものかに
ついての理解が深まった。新たな教育ストッ
ク推計を東アジア主要諸国に関して独自の
手法により構築した。これに基づき、教育で
の先進国へのキャッチアップと 1 人当たり
GDP でのそれとの間にずれが存在することが
判明した。このずれの背後には、農耕社会段
階から前期工業化段階への移行、後期工業化
段階への移行、脱工業化段階への移行、それ
ぞれに必要な人的資本の質の違いがあるこ
とが考えられる。最初の移行においては、低
賃金で規律を守って働く人材の育成が鍵と
なる。とはいえこのような労働力が順調に形
成され、農工間あるいは産業間でスムーズに
移動するとは限らない。インフォーマルなネ
ットワークやインフラストラクチャー、信用
アクセスなどの要因がそこで重要になる。教
育年数に関するマクロ的研究と、家計経済の
脆弱性に関するミクロ的研究とが補完的に
組み合わされた結果、新たな研究成果が生み
出されたと言えよう。 
 
(2) 経済発展データ・アーカイブの構築に向
けて、オリジナルな DB の蓄積が進んだ。ア
ジア・アフリカでのオリジナルな調査に基づ
く DB と、歴史的データや既存統計の DB 化の
両面で、データ・アーカイブの暫定的完成に
到達した。アジアに関しては、インドで天候
保険、都市インフォーマル部門等に関する調
査が行われ、通常の調査票を用いた情報に加
えて、社会実験や行動経済学的情報の収集も
試みられた。パキスタンでは、2010 年洪水被
害に関する 2時点パネルデータおよび、住民
参加開発に関する家計・農村調査 5時点パネ
ルデータが構築され、カンボジアでは人的資
本（教育、保健など）に関する地理情報の入
ったDBが構築された。アフリカに関しては、
ブルキナ・ファソとザンビアの 2国において
パネル調査と調査票の PDF 化が完了した。ど
ちらも既存の DB にはない詳細かつ長期のミ
クロ・パネルデータであることに特色がある。
他方歴史データの DB 化作業として、東アジ
ア人的資本推計 DB がほぼ完成し、戦前日本
については、農家経済調査の DB 化をさらに
進めるとともに、主要企業の株価と役員の DB
や訴訟関連の DB を作成した。以上の暫定版
の DB を公開するための準備作業を開始した
が、国際的な問い合わせも多く、本プロジェ
クトの成果としての DB への評価が高まって
いる。 

(3) 比較経済発展論から政策提言的な成果
がすでに複数生まれている。特に顕著なもの
を 2 点紹介する。第 1 は、2011 年 3 月以降、
本格的経済改革を進めているミャンマー経
済に関し、本研究の長期的な比較の視野を強
く反映させた編著書が公刊された。歴史の事
例から長期経済発展に関して豊富な含意が
得られるがゆえに、開発経済学と経済史を融
合した政策提言の意義は非常に大きいと言
える。第 2 に、日本の政府開発援助(ODA)の
方向性に関し、本研究が明らかにしたエヴィ
デンスを多数含む編著書が公刊された。日本
のODA総額を急増させることが財政上の要請
からも難しい中、他の援助国をリードする
「知」の提供こそが重要となるわけで、比較
経済発展論はそのための有用なツールたり
えることが明らかになった。 
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